





























2 当該課題の詳細な分析については、Vilarroig Moya, R. 「日本におけるふるさとへ納める税金について：クラウドファンディ










（Ley 7/1985, de 2 de abril, Reguladora de las 
Bases de Régimen Local.　以下「地方制度基本法」
という）第3条は、次の通り規定している。











































2 日法律 2/2004 号」（Real Decreto Legislativo 2/ 
2004, de 5 de marzo, por el que se aprueba el texto 

















 a）  当該地方の財産及びその他の私法関係による
収入













































































1 直接税 21.642.820 8.180.934 129.461 0 29.953.215
2 間接税 2.149.696 9.524.781 0 0 11.674.477
3 手数料、公共料金、
その他の収入 8.694.306 1.160.624 760.338 0 10.615.268
4 通常の交付金 17.669.775 6.846.856 1.685.795 3.588.344 22.614.082
5 財産収入 1.018.485 28.445 84.731 0 1.131.661
通常収入 51.175.083 25.741.639 2.660.325 3.588.344 75.988.703
6 実質投資の処分 521.288 12.362 838 0 534.488
7 資本移転 1.618.454 479.485 141.913 890.96 1.348.892
資本収入 2.139.742 491.847 142.751 890.96 1.883.380
非金融収入 53.314.825 26.233.486 2.803.076 4.479.304 77.872.083
8 金融債権 118.24 451.266 2.523 0 572.029
9 金融債務 1.141.519 537.292 16.025 0 1.694.835
金融収入 1.259.759 988.558 18.548 0 2.266.864

































































































Orgánica 8/1980, de 22 de septiembre, de 









































































































































































































































































































































の財産の規制を承認する 1986 年 6 月 13 日政令
1372/1986 号（Real Decreto 1372/1986, de 13 de 
junio, por el que se aprueba el Reglamento de 








また、相続・贈与税法（Ley 29/1987, de 18 de 






































の補助金に対する一般法（Ley 38/2003, de 17 de 





































































































11 地方交付税、国税、県民税、市民税の関係についての理解を深めるための参照：Rausch, A.: “A Paradox of Japanese Taxation: 
Analyzing the Furusato Nozei Tax System”, The Asia- Pacific Journal, volumen 15, issue 11, number 6, 1 de junio de 2017, 
pp. 4 y ss.
12  Takero, D.:” Poverty Traps with Local Allocation Tax Grants” in Japan （KeiolKyoto Global COE Discussion Paper No. 
DP2010-002, 2010）, http://ies.keio.ac.jp/old-project/old/gcoe-econbus/pdf/dp/DP2010-002.pdf ［perma.cc/6CCT-7HE2］.
13 総務省 http://www.soumu.go.jp/main_content/000476919.pdf　を参照


























 a）  国から全部又は一部支給される交付税。国税
追徴金及びその他の国の財政交付金
 b） 自治州独自の租税、徴収金及び特別税
 c）  地域間補償基金の交付、及びその他の国の一
般予算からの配分














 i） カジノ税 （100％）
 j）  特定の燃料（炭化水素）小売業売上にかかる
税（58％）
結論として、ふるさと納税の仕組みをスペインの
法の枠組みへ導入することを法的に妨げる事情はな
いが、スペインには日本の住民税に相当する税金が
ないため、国がこの形態のクラウドファンディング
を法制度に組み込むことを決定した場合、地方税で
はなく自治州の税金および資金調達の構造を利用す
る必要があるだろう。
3．結論
初めに、現実問題として、スペインの地方団体に
は地方税制を変える能力に制限があると指摘する必
要がある。この制限は法律の留保の原則によるもの
である。つまり地方団体は規制をかける権限のみ有
しており、法的規範自体によって決定された側面で
のみ法律を変更または採用することができる。
次に、スペインの地方税は、主に不動産自体およ
び不動産活動にかかる。ICIO（建設、設備、工事
にかかる税）と IIVTNU（都市部の地価上昇にかか
る税）は任意の税金であるが、実際にはほぼすべて
の市町村で徴収が実施されている。この事実により、
5種類の地方税のうち3つが、建設―ICIO（建設、
設備、工事にかかる税）、所有―IBI（固定資産税）、
移転―IIVTNU（都市部の地価上昇にかかる税）と
不動産関連に帰属している。固定資産税は全ての中
で最も高い税金であるため、地方税は固定資産税が
大部分を占めることになる。
さらに、スペインには住民の経済的能力に応じて
納税する住民税は税収にはなく、むしろ主に不動産
または活動にかかる財政モデルを有している。
最後に、ふるさと納税は複数の有益な効果を持つ
クラウドファンディング方法論、すなわち人口の少
ない地域への支援、地域経済へのインセンティブ、
市民の選択による納税場所の指定（財政における民
主主義と呼ばれる）を有する資金調達モデルである。
これらの利点を考慮した上で、当該制度をスペイン
に導入することは大変意義のあることであり、スペ
インの地域行政の構造上、市町村への導入は難しい
ことが判明したものの、次回は自治州レベルにおい
て検討する余地があるであろう。
（ジャウメ1世大学法学部教授）
